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内閣官房 令和5年度孤独・孤立対策活動基盤整備モデル調査事業

北摂ともにプロジェクト2023 活動報告書

府県域をまたぐ
生活圏域をベースとした
中小NPOの
活動基盤強化支援
モデル構築事業

2023.6 → 2024.3

プロジェクト概要

大阪府と兵庫県をまたぐ生活圏域「北摂エリア（大阪北摂７市３町＋兵庫北摂４市１町）」をベースに、孤
独・孤立対策に取り組む小規模ＮＰＯの活動基盤強化支援モデルを構築する。

アウトプット
・市域や県域を越えて活動する小規模ＮＰＯの基盤強化がなされる
・北摂エリア内の中間支援組織ネットワークが構築され、中間支援組織の人材が育成される

アウトカム
近接する生活圏域にある中間支援組織のプラットフォームができることにより、地域の小規模ＮＰ
Ｏの活動が支援され、地域の孤独・孤立状態を解消および予防することができる。

大阪府の北摂エリア
兵庫県の北摂エリア

高槻市

茨木市

摂津市
吹
田
市

豊
中
市

箕面市

豊能町

能勢町
三田市

宝塚市

伊丹市

猪名川町

川西市

池
田
市

島本町

・組織状況のアセスメント
・事業の棚卸や優先順位付け、整理
・組織課題の解決に伴走

小規模NPOが関心のあるテーマ
例）ファンドレイジング、組織内コミュニケーション、世代交代等

基盤強化のための
講座の開催

活動のテーマや対象者、あるいは組織の課題別に
団体同士の交流会、座談会等を実施

・対象地域における市民活動の実態をヒアリング
・出張相談会や地元NPOとの協働イベント実施

NPO基盤強化支援の課題整理のための
ヒアリング及びアンケート実施

調査報告書の作成および
広く社会還元するためのホームページ開設

事業1

事業2

事業3

事業4

事業5

事業6

基盤強化のための
伴走チームの派遣

ネットワーキング形成

公設支援センター
空白区へのアウトリーチ

中間支援組織調査

調査報告書作成・
報告ホームページの開設 https://hokusetsu-tomoni.cnsuita.org/2023/

大阪市
神戸市

大阪府

琵琶湖

瀬戸内海

広域図

淡路島

兵庫県
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今回のプロジェクトまでのおおまかな流れ

北摂地域市民活動支援センター
交流会を開始

大阪北摂エリア6市の支援センターを運営する中間支援組織
が、定期的に情報交換や実践交流等を開始する。

2008年

北摂ＮＰＯ・ＳＢ支援のための
緊急補助金プロジェクト

コロナ禍を機に合同で緊急補助金プロジェクトを行う。プロ
ジェクトの中で小規模NPOへの伴走支援を実施。

2020年

中間支援組織の
人材育成に取り組み始める

小規模NPO支援に加え、中間支援組織の人材育成にも取り組
む。『北摂ともにプロジェクト』という名称が決定。

2022年

県域を超えて中間支援組織が
連携を開始する

兵庫北摂エリアの中間支援組織とも連携し、県域を超えた範
囲での小規模NPO支援に取り組む。

2023年

新型コロナウィルス感染症が流行2020年 生活に大きな変化。NPOの活動や、NPO支援のあり方にも
大きな変化が求められる状況に。

プロジェクト参加中間支援組織

それぞれの強みについて

大阪北摂の中間支援組織の強み
・ それぞれが公設の支援センターを運営
・ 地元行政や関連団体／機関とのつながり
・ 中間支援組織同士のネットワークと
連携事業の実績

兵庫北摂の中間支援組織の強み
・ 地域の課題解決のためのアウトリーチの経験
・ 中間支援組織立ち上げの実績
・ 地域福祉課題の直接的支援の実施大阪府の北摂エリア

兵庫県の北摂エリア

高槻市

茨木市

摂津市
吹
田
市

豊
中
市

箕面市

豊能町

能勢町
三田市

宝塚市

伊丹市

猪名川町

川西市

池
田
市

島本町

ピンク文字が本プロジェクトに参加する中間支援組織がある市

特定非営利活動法人いばらき市民活動推進ネット
【茨木市市民活動センター運営】

大
阪
北
摂

NPO法人市民ネットすいた（提案者／事務局）
【吹田市立市民公益活動センター運営】吹田市

茨木市

箕面市

高槻市

池田市

豊中市

特定非営利活動法人市民活動フォーラムみのお
【箕面市立みのお市民活動センター運営】

高槻市市民公益活動サポートセンター管理運営委員会
【高槻市市民公益活動サポートセンター運営】

NPO法人トアエル
【池田市立市民活動交流センター運営】

特定非営利活動法人とよなかESD ネットワーク
【豊中市立市民公益活動支援センター運営】

兵
庫
北
摂

特定非営利活動法人場とつながりの研究センター
【支援センター空白区アウトリーチ、地域福祉課題への直接的支援実績あり】三田市

県域を超え、お互いの強みを活かした協力

各支援の進捗はSlackで常に共有
他チームの伴走支援の状況などをいつでも確認可能

組織の垣根を超えたプロジェクトの実施体制
各中間支援組織のスタッフの希望や経験を踏まえて、
支援先団体ごとに新たなチームをつくり、伴走サポートを行う。

北摂ともにプロジェクト中間支援チーム

中間支援組織B中間支援組織A 中間支援組織C 中間支援組織D

支援先NPO3への
支援チーム

支援先NPO1への
支援チーム

支援先NPO2への
支援チーム
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支援先団体一覧

活動エリア：［兵庫県］西宮市、宝塚市
活動内容：ひきこもり支援

活動エリア：［大阪府］吹田市、摂津市
活動内容：居場所、多世代交流

ふれあい交流サロン南正雀まるっと。

活動エリア：［大阪府］豊中市、河内長野市
活動内容：子ども・若者支援

活動エリア：［大阪府］箕面市、大阪市 ［兵庫県］川西市
活動内容：がん患者・家族・遺族支援

活動エリア：［大阪府］池田市
活動内容：子ども食堂、学習支援

1

2

3

4

5

一般社団法人いきがいさがし

一般社団法人ソーシャルギルド

一般社団法人 I FOR YOU Japan

NPOしんじん・るい

NPOしんじん・るい

代表者名

活動テーマ

活動エリア

設立年

スタッフ数

ボランティア数

直近の事業規模

伴走チームプロジェクトマネージャー：谷田成司（NPO法人トアエル）

■活動内容

志水 晨（しん）

あらゆる個性の誰もが過ごしやすい居場所づくり

池田市

設立2022年4月

コアメンバー8人／有給職員数なし

ー

25万円(子ども食堂)

▶和心堂(なごみどう)しんじん・るい
－第2、4土曜日に行う学習支援つき子ども食堂　＊池田市こども食堂開設支援補助金
子ども食堂に合わせた「五感を彩る体験型」イベントも不定期開催。

▶喫茶Sen
－子どもと一緒に立ち寄れる保護者の心の支えになることをめざした場
▶一汁一菜食堂 まるさんかくしかく
－嫌いな人がほとんどいない「みそ汁」を提供する多世代交流の場
▶作業処しんじん・るい
－夜間も含めたコワーキングスペースの提供。学生無料。
▶レンタルスペース・レンタルキッチン
－子ども食堂で利用しているホールとキッチンの有料レンタル
▶フードドライブ
－提供いただいた食料品の頒布

団体の特徴と、この間の変化
・2022年に夫婦2人で立ち上げた活動。

・この1年の間にメンバーが急増し、メンバーそれぞれがやり
たいことを持ち込む形で活動内容も増えた。

・NPO法人化を目指していたが、理事就任予定だったメン
バー2人が脱退。

支援のポイント
・メンバー2人の脱退をきっかけに、法人化支援から、代表者
の心情をしっかりと聞き直すことに努めた。

・団体はこの件を今後のことを考えるきっかけととらえ、「やり
たいことを持ち寄る」関係性から「苦手なことを補い合う」
関係性が生まれた。

NPOしんじん・るい事例紹介1
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一般社団法人ソーシャルギルド

代表者名

活動テーマ

活動エリア

設立年

スタッフ数

ボランティア数

直近の事業規模

伴走チームプロジェクトマネージャー：上村有里（特定非営利活動法人とよなかESDネットワーク）

山本直子

・持続可能な社会づくりに向けた啓発と実践
・多団体との協働推進
・ユースのエンパワメント

豊中市、河内長野市

［設立・法人化］2016年１月

［理事］6人　［有給職員］なし

［無償］約15人

約200万円

▶場づくり事業（多様な主体との協働推進）
－おゆずりぐるり：子ども服のリユース
－ドキュメンタリー映画の上映会：持続可能な社会づくりに向けた学びの場づくり
－「農」を通じた居場所づくり：河内長野が拠点 
▶SDGs 出張授業や講演など

■活動内容

団体の特徴と、この間の変化
・夫が立ち上げた団体の代表を3年前に妻が引き継ぐ。

・現代表は3人の子どもを育てる母親。

・理事メンバーも入れ替わり新体制でのスタートに見えた
が、会計業務など夫婦間で引継ぎが行われていなかったこ
とがヒアリングで明らかに。

支援のポイント
・会計サポートを専門家支援に引き継ぐも、代表者が子育て
等に忙しく、何度も延期に。

・地元中間支援組織(支援センター)が代表者にとって良いタ
イミングを見計らいながら、適宜近況を聞き取ると共に、伴
走チームとして次の一歩を考えた。

一般社団法人ソーシャルギルド事例紹介2

混合チームによる伴走支援のふりかえり

小規模NPOの特徴
かぎりなく代表者の個人運営に近い（団体支援＝代表者支援）
代表者の状況が団体の活動や基盤整備状況にダイレクトに影響

ポイント１：団体（代表者）との信頼関係の構築
「前から知っている」だけでなく「一歩踏み込んで聞いていい」と支援者側も思えること
支援者自ら、自身のバイアスに自覚的になること

ポイント２：団体の実態の正確な把握
事実に沿って聞き取りを行い、組織課題を分析し、支援計画を立てる
わかったつもりになって使っている言葉（例：団体内のコミュニケーション）の意味を明確にしておく

ポイント３：個別の背景、事情の汲み取り
代表者の思いや組織課題を一般化しない
個別の事情に配慮しながら「どうするか」を団体と一緒に考える姿勢

・複数の中間支援組織の混合チームで臨んだことの効果として、支援者側の視点が補われた
・混合チームでの経験を自組織に持ち帰り、支援メニューの拡充につながった
・団体（代表者）の状態は常に変化し、基盤強化のゴールも変化しうる＝息の長い伴走支援が必要

まとめ
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中間支援人材の育成

チームでの丁寧な伴走支援をおこなった結果、市域で活動する中間支援人材に必要な要素が以下のように挙げられた。

普段の業務との違い

プロジェクト参加者が大切だと考える中間支援人材の要素

本プロジェクトが影響を与えたとりくみ

PMの半数以上は普段の業務と伴走支援との違いはないと回答しているが、スタッフの7割以上は違いがあると回答し
ている。この回答に関しては、普段は他市センターのスタッフとの交流がなく、協働することへの目新しさが回答に影響
を与えている。
普段の業務とは基本的には変わらないが、丁寧なインテークやアセスメントができていないと実感する割合は高く、い
かに本プロジェクトでおこなった伴走支援で得た視点や学びを日常での団体支援に取り入れるかが課題である。
スタッフの声
・日常業務の中では、ここまでしっかりと中間支援に携わる機会が少ない
・他市の中間支援メンバーの取り組み方、意見、考察に触れることで知見が広がった

普段の業務との違いはあるか
はい

いいえ

14

6

チームメンバーのフィードバックを受け止められること
組織課題を発見できること

主体的に関わっていこうとすること
相談インテークのスキル

団体・相談者の話を整理することができること
チームの中で役割分担できること
相談内容を適切に記録できること

団体のフェーズを見極めた助言ができること
団体の状況をアセスメントできること

地域のNPOや地縁団体の活動を把握していること
地域の情勢を把握していること

団体・相談者の主訴を把握できること
NPOの立ち上げに伴走できること
事実に基づきながら考えていること

組織マネジメントの手法を知っていること
団体に必要なコンサルティングができること

0 1 2 3 4 5 6 7 8

混合チームでの
伴走支援

課題：所属組織の中では経験年数や雇用形態によって役割や業務が固定しがち

成果：多様な他市メンバーとのチーム編成において他者のふるまいや経験から学ぶことが多く、それぞれが新たなこと
にチャレンジがしやすい状況が生まれた

伴走支援のための
ケース会議の開催

課題：普段の相談業務では一人で対応し、すぐに答えを出して満足してもらうということが多い

成果：伴走支援では構成メンバーにより多角的に団体の状況をアセスメントし、見立てを立てながらヒアリングに臨み
ていねいな関わりが生まれた

アンケートの結果を分析することで、人材育成の課題とプロジェクトの成果について、以下のような共通点が見えてきた。

このプロジェクトで体得したもの

体得したもの エピソード
【スタッフ】
事実に基づきながら考えること

【スタッフ】ヒアリングやケース会議後
の情報提供を受けての、伴走する団
体の受け止めを把握すること

【スタッフ】
相談インテークのスキル

【スタッフ】
団体・相談者の話を整理すること

【PM】ファシリテーションができること

【PM】組織課題を発見できること

なんでそんな意見が出てきたのだろうとケース会議に参加する中で感じ、確認す
ると実際の発言とはズレていることに気づいた。

視点を固定しない、別の方向から見てみる・把握することの大切さを学んだ。団体
はどう受け止めて、考えたか、を聞くことでズレの小さいうちに解消できそう。

多様な価値観で取り組むことで、より多角的な考察ができ、自分でも気づかな
かったことが見えることもあった。

関わる人数、予算、予算の獲得方法、活動内容、活動を始めたきっかけや思い…
など団体を「理解」していくための1つの指針ができた。

フィードバックを受けて、次のアクションをどう進められるか、スタッフのアセスメン
トに向けたファシリテーションが少しはできるようになったのではないかと思う。

ヒアリングなどの事前準備に時間を割くことを心がけようと考えるようになった。

本アンケートの回答者属性情報

本プロジェクトに関わりのあったすべてのメンバーからの回答があった。
PM：7名／それぞれの団体から参加したスタッフ：13名　計20名
プロジェクト参加者は各所属組織から選抜されているため、市域の中間支援組織の組織形態を表しているとはいいがたいが、
従事年数や雇用形態の偏りなく本プロジェクトに参加が見られた。

中間支援組織への従事年数 雇用形態
10年以上

7年～10年

3年～7年

1年～3年

1年未満
0 2 4 6 8 0 2 4 6 8 10 12

有償ボランティア

パートタイム

正規雇用（有期）

正規雇用（無期）

概　要

本プロジェクトでは関わったすべてのスタッフおよび
プロジェクトマネージャー（以下、PM）からプロジェクト
の成果および中間支援人材に必要な要素を見出すため
にアンケートを実施した。北摂地域の中間支援組織が事
業連携プロジェクトを実施してきた中で、複数の組織に

よる混合チームで小規模NPOの伴走支援をおこなうこと
が中間支援人材育成に功を奏するのではないかという
仮説のもと、本アンケートでは参加スタッフの気づきや
学び、中間支援を行う上で大切だと感じたことについて
尋ねた。

今後の展望

１.中間支援組織が小規模NPOの基盤強化支援に関わる意義
NPOの草の根の活動が社会のセーフティネットの一端を担っていることをあらためて実感
NPOに対する誤解もまだ多い、公的制度の構造的な課題も
現場の声を社会に発信する力（提言力）が中間支援組織にこれまで以上に求められている

２.市域の中間支援組織としての役割
地域の実態を細かく把握し、小規模NPOの支援ができることが強み
地域共生社会の実現に向けた各自治体の取り組みにどう還元するか

３.連携プラットフォームの有効性と
中間支援機能の見直し（北摂モデル）

市域をまたいだ連携から、府県域をまたぐ連携に発展したことで、支援手法の違いを実感
連携事業のカギは、チームビルディングとマネージャーの育成（次なる課題）
生活圏域における事業連携の有効性の再確認

大阪府
吹田市

大阪府
箕面市

大阪府
高槻市

大阪府
池田市

大阪府
豊中市

兵庫県
三田市

大阪府
茨木市

箕面市の
NPO

日常的な支援

お互いの
支援手法を学び合う
＝人材育成の効果

・支援と学びのトライアングルは7市の中間支援組織でそれぞれ行われる
・各中間支援組織の支援メニューの幅も広がる
・団体の垣根を超えたプロジェクトチーム結成は、北摂という同じ生活圏域だからこそできる

多角的な
支援

支援先NPOに合わせて
7つの支援団体の垣根を超えてプロジェクトチームを結成
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NPO
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B. NPO NPO
C. NPO

 NPO
388 235

80 73 72 131
D. 

 10
NPO

NPO
A. NPO 3

B. 

NPO
A. 
B. 

NPO
NPO
NPO

NPO

NPO
NPO

39

65

6
5 NPO POPOLO

B. NPO
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令和５年度「孤独・孤立対策活動基盤整備モデル調査」

最終報告会

団体名：一般社団法人えんがお
事業名：つながりづくりに特化した活動・起業支援プラットフォーム

発表者名：濱野将行

事業概要

実施概要
一般社団法人えんがお（当団体）は
〇「孤独・孤立対策に取り組む、あるいは取り組もうとしている組織または個人」のネットワーク化
〇伴走支援による各団体の開設支援・運営基盤の強化を行なっていく。

背景
〇世代を問わず、孤独・孤立の問題が深刻化している。
〇有効なのは居場所づくりなどにより緩やかに繋がれる豊かな地域づくりである。
〇こうした課題を受け、医療・福祉や地域づくりなどの分野で、「つながりづくり」等を行おうと
する人が増えている。
〇しかし、前例も少なく経営としても自立しにくいことから、始められない・始めても継続できな
い、というのが実情である。実際に活動を始めた者も、現状で生じる複雑な課題などを相談する相
手がおらず、停滞したり中断してしまうことも少なくない。
◎以上のことから、「つながりづくり」を行う意欲のある者が、すでに実践している活動者と繋が
ることで活動が促進されるようなネットワークの構築が必要である。またすでに実践している者同
士も、互いに繋がることで情報を共有し、それぞれの活動が加速されると考えられる。
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事業概要

詳細

①現状調査：全国の活動団体への調査。活動を妨げる要因を明らかにし、全国の活動に対してどん
な支援があれば「孤独・孤立対策」が進んでいくのかを考察する。⇨結果をHPにて公開。
②全国の活動団体のネットワークの構築：全国の活動団体がつながり、日常的に相談・情報共有な
どができるネットワークの構築。
１）オンラインプラットフォームの作成：日常的に、気軽に質問ができるネットワーク
２）オンラインミーティングの定期開催：顔の見える関係で、より深い相談ができる環境づくり。
３）個別相談会：構想段階・活動初期の実践者向け。活動を数年以上している者に1on1で相談が可
能な個別相談会を実施。
③つながりづくりを軸とした起業予定者への半年間の伴走支援
全国の実践者をメンターとし、活動希望者に半年間の伴走支援を実施。半年後に活動が始められる
よう、月一回以上のメンタリングで課題整理・ニーズ調査・事業モデル検証・実施・修正などを行
い、実際に「つながりづくり」を行う実践者を全国に増やす。

目的
・つながりづくりを行おうとする人材が、構想段階や動き出しの段階から気軽に相談できる相手に
繋がり、動き出す人が増える。
・動き出した人が個で取り組むのではなく、相談相手やメンターにつながり、始まった活動が継続、
加速する。→孤立対策の活動が始めやすく、かつ始められた活動が継続されやすい社会基盤の構築。

企画提案書【概要版】 R5.一般社団法人えんがお

〇facebookのオンライングループ機能にて、「全国居場所づくり（孤独・孤立対策）ネットワーク」
を開設。
【結果】開設して４ヶ月で参加者が1000人を突破。2024年3月現在、1300人以上の人がグループ
に参加している。
【成果】グループ内では、活動の紹介を中心に、事業に関する悩みや相談事が投稿されることもある。
全国の孤独孤立対策の取り組みを行なっている人同士のコミュニケーションのプラットフォームとし
て機能しつつある。
【成果】このグループをきっかけに、近隣の活動者同士が繋がり、対面で会うなどの動きが生まれて
いる。

②１）オンラインプラットフォーム

事業報告

【課題】意見交換、質問→回答などのやりとり
は少なく、活動紹介とイベント勧誘に留まるこ
とが多い。→積極的なグループ運営をするより
は、このグループを生かした対面の交流などが
必要。
【今後】オンラインのプラットフォームとして
は機能しているので、4月以降も省エネで継
続。団体の寄付・会費などで予算を捻出して対
面のつながりなど、より深みのあるプラット
フォームを目指したい。
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企画提案書【概要版】 R5.一般社団法人えんがお事業報告

・facebookのオンライングループ　参加者数1,372人(R6.2月時点)
・アンケート方法：Googleフォーム
・回答者数：n=112
・募集方法：SNSによる告知のみ。

②１）オンラインプラットフォーム　＜属性＞

・年齢層：幅広い年齢層の参加が見られた。
「36-45歳」32%,「46-55歳」28%, 「56-65歳」14%,「26-35歳」13%
・職業：会社員が最も多く次いで自営業、フリーランサーだった。
「会社員」45%,「自営業」10%,「フリーランサー」10%
・活動予定地：栃木県、次いで東京都が最も多く、その他全国すべての都
道府県より、最低でも1名の登録があった。
・参加目的：「情報を集めたい」が最も多く、70%以上であった。
・参加者の状態：活動予定～活動初期の人がほとんどであった。「活動年数
5年以上」は約10％であった。
「関心がある」31%,「活動初期（1-3年）」29%,「今後活動予定」25%,

67



企画提案書【概要版】 R5.一般社団法人えんがお事業報告

② 2）オンラインミーティング

〇２ヶ月に一回、全国の居場所づくり、繋がりづくりに関心のある人を対象にオンラインで「全国
居場所づくりミーティング」を実施。
〇内容は、活動団体の事例発表、質疑、交流会が主である。
〇事例発表に対しては「経営面はどうしているのか」「なぜその形に至ったのか」「トラブルはある
か」など、毎回行動ベースのある活発な質問が多くみられる。
【結果】６月-2月までで5回実施。毎回全国各地から40-60人が参加。
【成果】全国の事例を知る機会とともに、後半の交流会でそれぞれが繋がることができ、その後の
個別の相談関係などにつながっている。また、毎回参加者から活動における具体的な相談や悩みの共
有がされており、各地で取り組む人同士のつながりを生んでいる。
【今後】継続を要望する声も多く、一つのプラットフォームになりつつあるため、4月以降も2-3ヶ
月に一回の開催で継続予定。運営の費用については、短期では補助金の獲得、法人の寄付・会費から
捻出を検討。長期では、協議会などの形にして運営していくことも想定している。

企画提案書【概要版】 R5.一般社団法人えんがお事業報告

② ３）個別相談

〇「事業を始めようとしている人、活動初期の人」を対象に、すでに活動を行っている人に個別で60
分間１対１で相談できる機会を提供。講師とのマッチング・日程調整などを事務局で行った。
【結果】相談申込が40件あり、37人に対して10名の講師よりそれぞれ面談を実施。事後アンケー
トにより、相談者の満足度では96%が「満足」4％が「まあ満足」と回答した。また、記述欄では「個
別でやりたいことの相談ができたのでよかった」「具体的な方法を聞けたので、すぐに始められそ
う」などの声が聞かれた。
【成果】アンケート結果より、面談で具体的な動き出しの相談を行えたことで動き出しに至った者
が約10名いた。また、相談者37名の内、4名が具体的に組織を立ち上げて行動を起こしたい、とし
て「起業支援」に申し込みをした（内２名を事務局で選定し、起業支援を実施）。
【今後】動き出しを検討している人にとっては、具体的に何から始めるのか、保険はどうするのかな
どの実践ベースで、個別で相談できる機会は価値があった。一方、事務局費・謝金を考えると継続は
難しく、面談事業はここで終了となる（継続を前提としていたプログラムではない）。

【アンケートで出た主な感想】
「相談する相手がいなかったところ、実際に事業を行っている方から色々とアドバイスが聞けたこ
と、本当に満足しております。」
「今後もこのような事業で、僕のような1歩を踏み出す前段階を支え続けて行って欲しいと思いまし
た。素敵な機会をつくっていただき、ありがとうございました。」
「目線を同じに話してくださる講師の方々、環境などとても良かったです。こんな場面が沢山あれ
ば、もっと地域活動が身近で活発になっていくように思います。」など
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企画提案書【概要版】 R5.一般社団法人えんがお事業報告

③つながりづくりに特化した創業支援
〇居場所づくりやつながりづくりの活動を立ち上げたいと考えている人に対し、アイディアのブラッ
シュアップや具体的な立ち上げの準備、立ち上げ後のサポートなどを実施。
【結果】6名から申し込みがあり、4名を事務局で選定（目標の5名に届かず）。4名中3名が、約5ヶ
月の伴走支援を受け、実際に動き出した。内1名は、能登半島地震の長期の支援活動で現地に入り、
活動自体は行えていない。
【成果】孤独・孤立対策につながる活動が北海道・長野県・愛知県で始まり、様々な人が集える「居
場所」が日本に３つ増えた。
【成果】「活動したい想いはあるが、何から始めて良いかわからない」という人材が、実際に活動し
ている人のサポートを受けて活動を始めた。またそれぞれに相談関係ができ、３つとも今後の活動
の中で生じた悩みを随時相談できる関係性が構築された。
【今後】アンケート結果からも、創業支援に関しては今後も高いニーズがある。短期では、今回の事
業で得たプラットフォームを活用して間接的に支援。長期では、創業支援に向けた企業寄付を募り、
継続していくことを検討中。

【今回立ち上がった活動】
北海道（20代）：6ヶ月の伴走を受け、高齢者の集うサロンの開設と、地域ニーズを受けその場所で
不登校親の会とフリースクールを開設。現在1名の定期利用者、3名の問い合わせを受けている。
長野県（30代）：5ヶ月の伴走を受け、地域農園の開設について計画を立案。組織内起業として企画
書などを作成し、トライアルで実施。今後定着した役割型の居場所を目指し進める。
愛知県（20代）：7ヶ月の伴走を受け、高齢者向けの制度対象外の生活支援事業を創業。料金体系・
チラシ作成・地域の関係機関との連携などを伴走の中で行い、3月より支援がスタートする。

企画提案書【概要版】 R5.一般社団法人えんがお今後の課題

・本事業を通して、改めて全国の孤独孤立対策を進めていく上では
〇活動者同士のネットワーク形成　〇成功事例の共有
〇運営ノウハウのナレッジベース化
が必要であると分かった。

・本事業で構築できたプラットフォームは維持しつつ、今後は「創業支援（創業後
数年の伴走支援含む）」のような形で、継続的な支援により、経営的にも自立できる
活動団体を増やしていくことが必要であると考えられる。

・そのために、2-3年程度の継続的な財源確保とそれを運営する中間支援組織の構成が
必要である。
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